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ま え が き 
 
 本資料シリーズは、「JILPT東日本大震災記録プロジェクトとりまとめ」の6番目のものと
なる。 

 このとりまとめにおいては、東日本大震災時及びその後に被災地等において継起した状況
と、それに対する被災地労働行政機関（都道府県労働局、労働基準監督署、公共職業安定所
（ハローワーク））の対応、全国的な労働行政機関の対応（遠隔避難者に対する対応や被災地
労働行政機関に対する応援等）等を、被災現場・業務の「現場の視点」を中心にして記録し
ている。 

 内容的には、 

第1章 震災発生からの危機対応 

第2章 震災発生に伴う業務処理 

第3章 震災により変化した労働市場の状況とその対応〔2012年7月ごろまでの状況〕 

第4章 広域的な影響と遠隔地における支援 

の四章構成となっており、地方労働行政職員に対するヒアリングの他、各種資料の収集・整
理・分析を行っている。ご協力いただいた皆様には深く感謝の意を表したい。 

 また、補章として、福島第一原子力発電所事故に伴う除染業務に関する労働力需要等につ
いての資料等の収集・分析結果も付した。 

 

 被災地労働行政機関においては、勤務中に亡くなられた職員がおられた。ご家族、親戚、
知人を亡くされた職員も数多い。いくつかの施設が津波の直撃を受けて使用不能になった。 

 また、被災地労働行政機関では、震災後の過酷な状況の中、震災に伴って解雇された多数
の方々などのため、知恵を出し合いつつ懸命に努力される職員の姿があった。避難された被
災者への支援に不眠不休で当たられた労働行政施設もある。このような被災地労働行政機関
に対し、全国の労働行政機関からは応援職員が派遣され、遠隔避難者に対しては避難先の労
働行政機関による支援が行われた。 

 今回の記録作業を通じては、まず、このような労働行政機関職員の奮闘を広く伝えたいと
願った。 

 また、大震災は被災地を中心として労働力の需給状況にも大きな影響を及ぼした。その状
況と、これに即応して対策を実施する労働行政機関の姿についてもできるだけ克明に記録し
たいと願った。 

 さらに、これらの記録作業を通じ、微力ながら、労働行政における大災害発生時の対応に
関する教訓や被災地における今後の各種支援に対する示唆が得られることも念願したところ
である。      

 

 お亡くなりになられた方々のご冥福をお祈り申し上げるとともに、ご家族、親戚、知人を
亡くされた方々、被災された方々、避難生活を余儀なくされている方々に心からお見舞いを
申し上げます。 
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独立行政法人 労働政策研究･研修機構 
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は じ め に 

 

 本報告は、独立行政法人労働政策研究・研修機構が行った「東日本大震災からの復旧・復
興と雇用・労働に関する JILPT 調査研究プロジェクト」中の「労働行政機関の対応等調査」
の結果をとりまとめたものである。 

 本調査に当たっては、東日本大震災による被害が特に甚大だった岩手・宮城・福島の 3 労
働局とその管内の労働基準監督署・公共職業安定所（ハローワーク）の職員、及び被災し遠
隔地に避難した方の支援を行った労働局の中から埼玉労働局の職員あわせて約 25 人からの
ヒアリング（以下、「職員ヒアリング」と呼ぶ場合がある。）を行った。 

また、厚生労働省や各労働局がインターネットで公表している資料、職員ヒアリングの対
象となった労働局が作成・収集した資料、労働市場センター業務室の作成資料等を活用させ
ていただいた。当時の貴重なメモを提供していただいた方もある。 

本調査の趣旨へのご理解と多大なご協力をいただいた関係者の皆様に深く感謝申し上げ
る。 

 

※ 本調査では、労働基準行政における東日本大震災の際に発生した福島第一原子力
発電所事故への対応については対象としなかった。この部分の調査のためには高
度の専門性が必要と考えられたこと及び「東日本大震災に対する労働基準行政の
取組～震災から 1 年～」（平成 24 年 3 月 厚生労働省労働基準局）という公表資
料において詳しく述べられているからである。 

※※ 補章の「福島第一原子力発電所事故に伴う除染業務等に関する労働力需要等に
ついて」は、本調査実施後に行った追加調査結果に基づくものである。 

  



〔本調査における収集データ・資料の時間的範囲について〕 

 

 本調査は、被災 3 県の労働局・埼玉労働局とその管内の労働基準監督署・公共職業安定所
（ハローワーク）の職員からのヒアリング記録、ヒアリング時にこれら労働局等から収集し
た資料、厚生労働省や各労働局等がインターネットで公表している資料、さらに、調査の趣
旨から必要と考え厚生労働省労働市場センター業務室に特に依頼して提供していただいたデ
ータを中心に構成・分析している。 

ヒアリングは、2012 年 5 月下旬から 11 月にかけて順次実施したが、その際に資料提供を
依頼した時間的範囲は、震災からおおむね 1 年分である。ただし、数値資料の中には集計方
法が変更になっていたため、変更前又は変更後の期間分しか図表化できないようなものもあ
った。労働市場センター業務室に依頼したデータも、データの性質に応じて必要と思われる
期間分とした。一方、厚生労働省や労働局がホームページ等で公表している数値・資料につ
いては、直近まで把握可能である。 

 そのような中で、本報告のとりまとめに際しては次のような方針で臨んだ。 

① 基本的に震災後 1 年程度までの状況を中心にとりまとめる。 

② ヒアリングに際しては、多くの対象者からヒアリング時点までの状況を聴取しているの
で、ヒアリング記録はこれを尊重する（震災後 1 年程度に限定しない。）。 

③ 直近まで把握可能なデータ等については、原則として 2012 年 7 月分までを使う。不定
期のアンケート結果や調査報告的なものについても、原則として 2012 年 7 月までに実施・
まとめられたものを使用する。この点については月別のヒアリング実施数のピークが 2012

年 7 月であり、その時点までの状況に関するヒアリング記録が多いこととの整合を考慮し
ている。 

 

 

〔労働基準監督署及び公共職業安定所の呼称について〕 

 

 本報告では、第一線の労働行政機関である労働基準監督署及び公共職業安定所について、
定着している愛称・略称であること等から、次のような呼称も使用している。 

・ 労働基準監督署⇒「監督署」、「○○署」（たとえば「仙台署」） 

・ 公共職業安定所⇒「ハローワーク」、「安定所」、「○○所」（たとえば「仙台所」） 
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